











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































体：12年3.3％（７ 月 時 点3.5％）、13年3.6％（同3.9％）。米：2.2（2.0）、2.1（2.3）。日：2.2
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（2.4）、1.2（1.5）。ユーロ圏：マイナス0.4（マイナス0.3）、0.2（0.7）。英：マイナス0.4（0.2）、
1.1（1.4）。中：7.8（8.0）、8.2（8.5）など。②内閣府、９月の景気ウオッチャー（街角景況）調
査。現状判断指数41.2、前月比2.4低下、２か月連続悪化、2011.5の36.0以来の低水準。先行き判断
指数43.5、同0.1低下、５か月連続悪化。③東京商工リサーチ、12年度上半期（４～９月）全国企業
倒産（負債額1000万円以上、任意整理含む）。件数6051件、前年同期比5.7％減、過去20年間で最少。
負債総額１兆8084億円、同8.4％減。帝国データバンク、全国企業倒産（負債額1000万円以上の法的
整理）件数5439件、同5.0％減。負債総額１兆7076億円、同9.4％減。中小企業金融円滑化法の政策
効果。④住友金属鉱山、菱刈鉱山で新金鉱床発見。推定埋蔵量約30トン（時価1300億円）、18年から
採掘開始予定。新鉱床以外に約150トン埋蔵推定。85年以来約200トン産出。⑤９月の中国での日系
自動車メーカー別新車販売台数。日産76100台（11年度128万台、世界生産26％）、前年同月比減
35.3％。トヨタ44100台（同82万台、11％）、同48.9％。ホンダ33931台（同64万台、20％）、同40.5％。
スズキ16020台（同29万台、10％）、同42.5％。マツダ13258台（同20万台、17％）、同34.6％。三菱
2344台（同11万台、10％）、同62.8％。富士重1857台、同64.5％。尖閣諸島国有化後の不買運動が影
響。11年度：中国での大手６社（富士重以外）生産台数約330万台、世界生産の約16％。富士重を加
えた７社の中国での販売台数約340万台、世界販売の約16％。
10.10（水） ①金融庁、銀行による事業会社への出資制限（「５％ルール」）緩和へ。信金信組はす
でに10％であり、事業会社が「持分法適用会社」となる20％を超えない範囲で検討し14年度実施を
目指す。②ＦＲＢ、地区連銀景況報告（ベージュブック）。米経済は８月下旬から「おおむね小幅に
拡大」。③スタンダード・アンド・プアーズ（Ｓ＆Ｐ）、スペイン国債２段階格下げ。ＢＢＢ＋（トリ
プルＢプラス）からＢＢＢ－（トリプルＢマイナス）に。投資適格最低水準（ＢＢ＋から下は投機的
水準）。見通しはネガティブ。ムーディーズはすでに６月、同水準に格下げ。④ブラジル中央銀行
（ＢＣＢ）、利下げ0.25％、政策金利7.25％に、過去最低更新。昨11年８月以来、10回連続利下げ、幅
は5.25％。2012年のＧＤＰ成長率見通しは1.5％程度。⑤中国自動車工業協会、９月の新車販売台数
（含商用車）161万7400台、前年同月比1.8％減、８か月ぶり前年割れ。乗用車：日系メーカー40.8％
減、米系15.1％増、ドイツ系13.8％増、韓国系9.4％増など。⑥東京地裁、大王製紙前会長井川意高
（もとたか48）に懲役４年（求刑懲役６年）判決。バカラ賭博のため子会社7社から55億3000万円を
借り入れて損害を与えた。弁護側は即日控訴。
10.11（木） ①日銀、９月の貸出・資金吸収動向（速報）。銀行と信金の貸出平均残高459兆6476億
円、前年同月比1.0％増、11か月連続増。内訳：都銀0.3％減、地銀・第２地銀2.8％増。銀行預金平
均残高569兆5727億円、同2.3％増。②北洋銀行、バンコク銀行（タイ最大手）と業務提携。北洋が
0
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海外銀行と提携するのは2010.11大連銀行以来、２例目。タイの銀行とは、道銀はすでに昨11年６
月、カシコン銀行（大手）と提携。③韓国銀行、利下げ0.25％、政策金利2.75％に。今年2度目、３
か月ぶりの利下げ。ＧＤＰ成長率見通しを下方修正：2012年3.0→2.4％、13年3.8→3.2％。④内閣
府、９月の消費動向調査。消費者態度指数（一般世帯、季節調整値）40.1、前月比0.4低下、２か月
ぶり低下。消費者心理の基調判断据え置き（「弱含みとなっている」）。「収入の増え方」0.1増のほか
は減（「雇用環境」1.0、「耐久消費財の買い時判断」0.6、「暮らし向き」0.1）。⑤衆院決算行政監視
委員会、復興特別会計（11年度から５年で19兆円、10年で23兆円）予算流用問題で閉会中審査。疑
問視されているのは捕鯨関係23億円（調査捕鯨18億円、それを妨害するシー・シェパード（反捕鯨
団体）対策費５億円）、海外青少年被災地視察費72億円、沖縄国道整備事業費6000万円、全国刑務所
職業訓練費3000万円、被災地以外も含む中小企業設備投資補助2950億円など（もともと『週間ポス
ト』７.30号がスクープ）。ほか公安調査庁、調査用車両14台2800万円（11年度）、「被災地での過激派
監視用」だが東北公安調査局への配備は１台のみで、後は関東地方に。経済産業省、海外鉱山買収
資金80億円（11年度第3次補正）、「レアアースの安定供給により企業の海外移転を食い止め、被災地
の雇用につなげる」。防衛省、航空自衛隊に新型輸送機２機290億円・海上自衛隊に６機150億円を購
入。「被災地への空輸に従来機を使ったため更新時期が早まった」など。昨11年６月制定「復興基本
法」当初案の「被災地域の復興」を民主・自民・公明の談合で「東日本大震災からの復興」と書き
換えたのが流用を可能に。
10.12（金） ①日銀、９月の企業物価指数（2010年＝100、速報値）100.5、前年同月比1.4下落、６
か月連続下落。②前原誠司経済財政担当相（内閣府）、10月の月例経済報告。基調判断下方修正「回
復の動きに足踏み」→「このところ弱めの動きとなっている」、３か月連続下方修正、08.10から５
か月連続下方修正以来。③城島財務相、ＩＭＦへの600億ドル拠出に署名。欧州債務危機対応のため
加盟国が今年６月までに総額4560億ドル拠出すると表明した中で日本が最大。④米財務省、2012財
政年度（2011.10～2012.９）の財政赤字１兆893億5300万ドル（約85兆円）、４年連続１兆ドル超、前
年比16％減。ＧＤＰ比7.0％、同1.7減。歳入２兆4490億9300万ドル、同6.4％増（うち法人税2422億
8900万ドル、同33.8％増。個人所得税１兆1322億600万ドル、同3.7％増など）。歳出３兆5384億4600
万ドル、同1.7％減（うち国防費6508億6900万ドル、同4.0％減。低所得者向け医療扶助（メディケ
イド）2505億3400万ドル、同8.9％減など）。国防費減はイラク、アフガン撤退縮小による。⑤ＥＵ
ファンロンパイ大統領、財政統合へ向け財務省創設、共通債券発行などを検討するよう提案。18、
19日の首脳会議で議論。⑥ノーベル賞委員会（ノルウエー）、ＥＵに平和賞授与。1952欧州石炭鉄鋼
共同体（ＥＣＳＣ）、６７欧州共同体（ＥＣ）、93欧州連合（ＥＵ）、99ユーロ導入、02ユーロ流通。授賞
式は12.10オスロ市庁舎で。⑦社団法人・北海道青果物価格安定基金協会（札幌）、「仕組み債」（デ
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リバティブ）売却で約2100万円損失。売却したのは07.5購入のオランダ債（5000万円。運用期間30
年）。金利、当初1年間は固定で５％、その後為替レートにより０～５％で変動。リーマン・ショッ
ク後の円高で08.11から0％に。昨11年３月、約2900万円で売却。ほか9580万円の仕組み債（含み損
1729万円）を保有。同協会の基金約1億8000万円のうち道が7000万円出資、ほかホクレン、札幌市、
旭川市なども出資。道関与団体による同債売却損発覚は08年度の「十勝圏振興機構」（損失約6600万
円）以来。北海道関与10団体（青果物協会を含む）の保有仕組み債合計約120億4500万円、含み損約
17億5000万円以上（３月末）。北海道豆類価格安定基金協会保有仕組み債54億7135億円、含み損９億
6547万円など。
10.13（土） ①札幌市出資４団体（札幌市芸術文化財団など）、保有仕組み債18本合計約15億2000万
円、含み損約２億6000万円（３月末）。18本のうち10本（約７億8000万円）が昨年度利率0％。②北
海道トラック厚生年金基金（札幌。71年設立。トラック運送業345社加入（９月末）。加入者11998人
（３月末）、年金受給者（同）12165人）解散へ。ＡＩＪに約22億円委託。解散を決めたのは北海道電気
工事業厚生年金基金に次ぎ２例目（ほかＡＩＪに委託していたのは石油業、タクシーの２基金）。解散
後、「３階」部分の企業年金（年額平均28600円。月額2383円）は受給できなくなる。
10.15（月） ①ソフトバンク（携帯電話契約件数約3046万件）、スプリント・ネクステル（同約6000
万件。米３位）買収を発表。買収額201億ドル（約１兆6000億円）。来年半ばまでに株の約70％を取
得し子会社化。ほかイー・アクセス（イー・モバイル）420万件も買収し契約件数約9600万件、世界
３位に（１位中国移動通信（中）、２位ベライゾン・ワイヤレス（米））。②北海道石油業厚生年金
基金（札幌。71年設立。ガソリンスタンドなど約380社加入。加入者6341人（３月末）、年金受給者
（同）6822人）解散へ。ＡＩＪに約40億円（資産の約２割）委託。解散を決めたのは３例目。最低責任
準備金（284億円）に対し126億円不足（３月末）。解散後、企業年金（平均月額4681円）は消滅。
10.16（火） ①金融庁、３社に業務停止命令。長野県建設業厚生年金基金が多額の損失を出した件
で３社はいずれも運用会社を監視する義務を怠ったため。ソシエテジェネラル信託銀３か月、ユナ
イテッド投信投資顧問２か月、スタッツインベストメントマネジメント１か月。スタッツ以外が重
いのは、長野以外もあるため。運用会社２社（アール・ビーインベストメント・アンド・コンサツ
ティングとナレッジキャピタル）に対しては、業者未登録で行政処分が出来ないため警告のみ。②
日本証券業協会、野村証券に過怠金３億円の処分、過去最大規模。公募増資に絡むインサイダー取
引問題（未公表情報を顧客に漏らす）で情報管理に不備があったため。
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10.17（水） ①証券取引等監視委員会、ジャパン・アドバイザリー（米大手ヘッジファンド傘下の
投資助言会社）の増資インサイダー取引に関し金融商品取引法に基づき課徴金納付を金融庁に勧告
した件で初の公開審判。同社は欠席。ファンドの利益1624万円に対し、課徴金は37万円。
10.18（木） ①フランス国民議会（下院）、所得最高税率41％から45％に引き上げ可決。②スペイン
中央銀行、国内金融機関の不良債権1785億7900万ユーロ（約19兆円）、前月比3.1％増（前年同月比
39.7％増、07年比10倍超）。不良債権比率10.51％、公表開始（1962年）以降最悪。
10.19（金） ①フランス国民議会（下院）、富裕層（年100万ユーロ以上の所得）への最高75％所得
課税を可決。２年間の時限措置。②ＥＵ首脳会議、銀行監督一元化を2013年中に実現で合意。ＥＳＭ
（欧州安定機構）から銀行に直接、資本注入できるようになる。
10.21（日） ①スペイン、バスク自治州議会選挙（定数75）。「ビルドゥ」（分離独立派）初参加で21
議席、第２党に。
10.22（月） ①日銀、10月の地域経済報告（さくらリポート）。東北以外8地域の景気判断を前回
（７月）から下方修正。８地域の下方修正は09.１以来３年９か月ぶり。②財務省、2012年度上半期の
貿易統計（通関ベース、速報値）。貿易収支赤字３兆2190億円、比較可能な79年度以降、最大の赤字。
08下期以来の赤字、11上期以来３期連続赤字。輸出32兆1603億円、前年同期比2.0％減（米国向け
16.6％増、ＥＵ向け16.1％減、中国向け8.2％減など）。輸入35兆3793億円、同2.6％増（原油、ＬＮ
Ｇ輸入が高水準）。対ＥＵ貿易収支赤字（921億円。ドイツからの自動車輸入増）は初。③クレディ・
スイス（スイス金融大手）、2012年世界の富裕層数ランキング。純資産100万ドル以上：１位米1102.3
万人、２位日358.1万人、３位仏228.4万人、４位英158.2万人、５位独146.3万人など。5000万ドル
以上：１位米約3.8万人、２位中約4700人、３位独約4000人、４位日約3400人など。
10.23（火） ①ＥＵ欧州委員会、金融取引税を正式提案。10か国（独、仏、オーストリア、ベルギ
ー、ギリシャ、イタリア、ポルトガル、スペイン、スロバキア、スロベニア）が2014年導入目指す。
「３分の１以上の加盟国による強化された協力」（リスボン条約）で先ず実施。反対国（英）は従う
義務は無い。②国連貿易開発会議（ＵＮＣＴＡＤ）、2012上半期世界の対外直接投資6676億ドル（約
53兆円）、前年同期比8.4％減、対米４割減が響く。対先進国2981億ドル、同9.5％減。対途上国3360
億ドル、同4.8％減、初の過半。国・地域別：１位中591億ドル、２位米574億ドル、３位香港408億
ドルなど。2012通年は11年実績（１兆5781億ドル）の横ばい見通し。③国民年金基金連合会、積立
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金不足累積１兆4271億円（11年度末）。必要な積立金４兆1015億円に対し残高２兆6743億円。運用利
回り2.5％。受給者34万2000人、前年度比3万6000人増。加入者52万2000人、同２万6000人減。年間
給付1021億円（うち公費12億円）、掛け金収入1202億円。
10.24（水） ①世界経済フォーラム（ジュネーブ）、男女平等度ランキング（135か国）。総合１位ア
イスランド（前年１位）、２位フィンランド（同３位）、３位ノルウエー（同２位）、４位スエーデ
ン（同４位）、５位アイルランド（同５位）。米22位（同17位）、中69位（同61位）、日101位（同98
位）、韓108位（同107位）。最下位135位イエメン（同135位）。雇用機会・賃金、学歴、健康・長寿、
政治参加の４分野。健康・長寿分野で昨年、日本は１位だったが34位に後退。②厚生労働省、７月
の生活保護受給者212万4669人、３か月連続過去最多更新。受給世帯154万9773世帯、過去最多更新。
世帯別：65歳以上67万1572世帯、傷病者29万8703世帯、その他28万3062世帯など。③尼崎連続変死
事件、角田（すみだ）美代子（64、別事件で起訴）被告の義妹角田三枝子（59、窃盗罪で公判中）
の夫（当時51）が沖縄で転落死（05.７）して三枝子被告が受け取った保険金総額9000万円（複数の
生命保険6000万円、団体信用生命保険特約制度による住宅ローン残高免除約3000万円）。
10.25（木） ①経済産業省、2012.７～９地域経済産業調査結果。景況判断：沖縄（横ばい）以外の
９地域が下方修正。11.４～６（全10地域下方修正）以来の９地域以上の下方修正。②ジーンテクノ
サイエンス（医薬品開発。北大発バイオベンチャー。資本金８億5000万円、2012.３売上２億700万
円、従業員８人）、マザーズ上場へ。予定日は11.30。道内企業として６年ぶり、道内大学発バイオ
ベンチャー（28社）として初。公募株式58万株、11.20価格決定、21～27申込、29払込。総株数195
万1100株に。道内大学発ベンチャー企業数推移：2002年度から11年度まで36、46、56、63、68、75、
77、74、73、72。
10.26（金） ①総務省、９月の全国消費者物価指数（ＣＰＩ、10年＝100、除生鮮食品）99.8、前年同
月比0.1下落、５か月連続下落。コアコア指数（除食料エネルギー）0.6％下落。ＴＶなどの下落が
響く。②日本郵政、2015年秋までに上場へ。政府保有の全株式の３分の２を売却する。売却益見込
み７兆円（ＮＴＴ株１億983万株売却益15兆351億円に次ぐ）。住宅ローン参入など新規事業の認可を
得て来年４月から開始。ただし傘下のゆうちょ銀（貯金残高175兆6363億円）とかんぽ生命保険（11
年度個人保険新規契約212万件）の株売却は先送り。③スペイン国家統計局、2012.７～９期失業率
25.02％、前期比0.38上昇、過去最悪更新。16～24歳52.34％（前期53.27％）。失業者577万8100人、
前期比８万5000人増。
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10.27（土） ①レコフ（東京。Ｍ＆Ａ助言会社）、2012.１～９日本企業による海外企業合併・買収
（Ｍ＆Ａ）364件、前年同期比7.4％増。22年ぶり過去最多（資料は85年以降）。通年過去最高1990年
463件を上回る勢い。金額（１～９）：12年４兆9900億円、同22.9％増。08年６兆1412億円、06年５
兆1181億円に次ぐ。電通による英イージスグループ買収（約3900億円）、ダイキン工業による米グッ
ドマン・グローバル買収（約2900億円）など。②警察庁、インターネットバンキング（ゆうちょ銀、
三井住友、三菱東京ＵＦＪの３銀行）で個人情報入力を求められる際、不正な画面が現われる場合が
ある。不正アクセス禁止法違反。昨年以降のネットバンキング不正送金被害約３億4000万円。
10.28（日） ①経済産業省、国内立地推進事業費補助金（2950億円、経済産業省11年度３次補正予
算。東日本大震災復興予算の一部）事務局を野村総研に丸投げ。審査委員会メンバー（26人。うち
大学教授15人、研究機関研究員９人、会計士１人、公的金融機関１人）は非公開。その結果、交付
先510件のうち被災３県31件（約６％）、総額の８割大企業・２割中小企業。
10.30（火） ①日銀、追加金融緩和。２か月連続は03.４～５以来、９年半ぶり。今回も前原経済財
政担当相出席（議決権は無い）。資産買入基金を11兆円増額して91兆円に。11兆円の内訳：長短国債
各５兆円、ＥＴＦ（株価指数連動型上場投資信託）・Ｊ-ＲＥＩＴ（不動産投資信託）・社債など計１兆
円程度。「貸出増加を支援するための資金供給」（預金取扱金融機関に年利0.1％で無制限に融資。期
間１～４年）創設。既設の「成長基盤強化を支援するための資金供給」と合わせ「貸出支援基金」
とする。政策金利０～0.1％は維持。②日銀、経済・物価情勢の展望（展望リポート。毎年４月と10
月）。14年度消費者物価上昇率0.8％。事実上のインフレ目標１％に届かず。実質ＧＤＰ：12年度
1.5％増、13年度1.6％増、いずれも下方修正。消費税増税のＧＤＰへの影響：13年度0.3ポイント押
し上げ（駆け込み需要）、14年度0.7ポイント押し下げ（その反動）。③９月の雇用情勢。厚生労働
省：有効求人倍率0.81倍、前月比0.02低下、３年２か月ぶり悪化。自動車関連減の影響。都道府県
別：福井1.22（0.06上昇）、東京1.12（0.02低下）、愛知1.10（0.05低下）。沖縄0.41（0.01低下）。
北海道0.61（0.01上昇）。正社員有効求人倍率0.51倍、前年同月比0.09上昇。新規求人倍率1.24倍、
同0.09低下。総務省：完全失業率4.2％、前月比横ばい（15～24歳6.9％、25～34歳5.7％）。完全失
業者273万人、同１万人増。就業者6269万人、同6万人増。非労働力人口4554万人、同９万人減。
10.31（水） ①金融広報中央委員会（事務局・日銀）、2012年「家計の金融行動に関する世論調査」。
＜２人以上世帯＞１世帯当たり金融資産1108万円、前年比42万円減、２年連続減。減少理由最多「取
り崩し」43.8％。金融資産内訳：預貯金630万円（56.9％）、生命保険195万円（17.6％）、有価証券
146万円（13.2％）など。保有目的：「病気や不時の災害への備え」67.2％、「老後の生活資金」64.7％
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など。＜単身世帯＞1世帯当たり金融資産700万円、前年比59万円増。うち預貯金50.4％、保有目的
「老後の生活資金」47.1％が最多。＜貯蓄額（97年と12年の比較）＞「貯蓄なし」10.2→26.0％、
「100万円未満」4.0→5・0％、「400万～500万円未満」4.9→2.7％、「3000万円以上」8.9→10.1％。
「100～3000万円未満」66.0→51.7％。②金融庁、「５％ルール」（銀行による出資制限を議決権の5％
までとする規制）を中堅・中小企業に限定して緩和へ。「持分法適用会社」（出資先企業の損益の一
部が銀行に影響を与える）水準（原則20％）未満（15～20％未満）を想定。③欧州連合（ＥＵ）統
計局、９月のユーロ圏17か国の失業率11.6％、前月比0.1悪化、過去最高。ＥＵ全体（27か国）10.6％、
横ばい。スペイン25.8％（前月比0.3悪化）、ポルトガル15.7％、アイルランド15.1％、イタリア・
フランス10.8％、ドイツ5.4％、ギリシャ（７月）25.1％など。失業者1849万人、前月比14万6000人
増、過去最多。ＥＵ全体2575万1000人、同16万9000人増。④パナソニック、2013.３連結決算見通し。
純損益黒字500億円から赤字7650億円に下方修正、２年連続7000億円超の巨額赤字（2012.３は赤字
7721億円）。年間配当無配に、無配は1950.５期以来63年ぶり。売上高予想も８兆1000億円から7兆
3000億円に下方修正。９月中間連結決算は純損益赤字6851億円、中間期として過去最大。
11.１（木） ①シャープ、2013.３連結決算見通し。純損益赤字2500億円から過去最大の同4500億円に
大幅下方修正、2年連続巨額赤字（2012.３は赤字3760億円）。液晶ＴＶ不振。９月中間連結決算も赤
字2100億円から同3800億円に下方修正。②金融安定理事会（ＦＳＢ）、国際的メガバンク28行の自己
資本上乗せ比率一覧。＜2.5％＞シティ・グループ（米）、ドイツ銀行、ＨＳＢＣ（英）、ＪＰモルガ
ン・チェース（米）。＜2.0％＞バークレイズ（英）、ＢＮＰパリバ（仏）。＜1.5％＞バンカメ、クレ
ディ・スイス、三菱ＵＦＪ、ゴールドマン・サックス。＜1.0％＞みずほ、三井住友、中国銀行、ＩＮ
Ｇ（蘭）、サンタンデール（スペイン）など。2011.11、追加規制対象行を初公表。一覧は毎年更新。
2010年のＧ20で合意。③アテネ地裁、コスタス・バクセバニス（46歳、ギリシャのジャーナリスト。
雑誌「ホットドッグ」編集者）に無罪判決。スイスの銀行口座保有者リスト（ギリシャ人2059人。
当時のラガルド仏財務相・現ＩＭＦ専務理事が2010.８、脱税捜査資料としてギリシャの財務相に提供
した「ラガルド・リスト」）を雑誌で公表。個人情報（プライバシー）保護法違反として雑誌発行
の翌10.28逮捕、29起訴されていた。
11.２（金） ①証券大手5社、2012.９中間連結決算。野村ＨＤ（47億円）、大和証券グループ本社（100
億円）、みずほ証券（83億円）の純損益、黒字転換（ほか三菱ＵＦＪ証券ＨＤ180億円、ＳＭＢＣ日興証
券66億円の純益）。純営業収益（売上高に相当）：野村7709億円、22.0％増。大和1753億円、0.4％
増。三菱1291億円、13.2％増。ＳＭＢＣ日興1085億円、3.6％減。みずほ1067億円、20.7％増。債券
販売好調。大和と三菱は日航再上場で手数料増。②大手商社７社、2012.９中間連結決算。売上減５
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社（三菱商事９兆6506億円、3.6％減。三井物産４兆9926、4.6％減、住友商事３兆7365、10.4％減、
丸紅５兆0906、1.4％減、双日１兆9525、11.1％減）。増は伊藤忠商事６兆1155、2.6％増。豊田通商
３兆1804、15.4％増。純損益減５社（三菱1904億円、22.8％減。三井1683、25.9％減。伊藤忠1422、
10.6％減。住友1294、14.6％減。双日30、70.7％減）。増は丸紅1053、2.2％増。豊田334、0.9％増。
③電機大手８社の2013.3決算見通し。４社（日立９兆円6.9％減、パナソニック7兆3000億円7.0％
減、東芝６兆1000億円0.0％減、富士通４兆4200億円1.1％減）が売上減（増はソニー６兆6000億円
1.6％増、三菱３兆6400億円0.0％増、ＮＥＣ３兆1500億円3.7％増、シャープ２兆4600億円0.2％増）。
純損益で２社（パナソニック7650億円、シャープ4500億円）が赤字、２社（日立2000億円42.4％減、
富士通250億円41.5％減）が減、２社（東芝1100億円57.0％増、三菱1200億円7.1％増）が増、２社
（ソニー黒字200億円、ＮＥＣ黒字200億円）は比較できず。④米労働省、10月の雇用統計（速報、季
節調整済み）。非農業部門就業者前月比17万1000人増、市場予想（12万5000人）を大きく上回る。失
業率7.9％、同0.1悪化。失業者1225万8000人、同17万人増。
11.５（月） ①Ｇ20（主要20か国・地域財務相・中央銀行総裁会議）（メキシコ市）、閉幕。共同声
明。世界経済下振れ（危機）回避に向け政策総動員。「経済成長を支えるのに適切なペースでの財
政健全化を」（単純な財政緊縮化に批判的）。通貨切り下げ競争は回避。日米欧の課題：日「財政健
全化の一段の進展」、米「財政の崖の解消」、欧「遅滞ない政策実行」。「財政の崖ｆｉｓｃａｌｃｌｉｆｆ」：米
で減税措置の失効と歳出自動削減などが年明けに重なる。総額6070億ドル（日経。所得税・不動産
関連税などブッシュ減税失効2210億ドル、給与税減税期限切れ950億ドル、その他優遇税制打ち切り
650億ドル、歳出強制削減650億ドル、緊急失業給付期限切れ260億ドル、オバマケア増税措置180億
ドル、高齢者向け医療保険医師向け診療報酬削減110億ドル、その他1050億ドル）。連邦債務問題の
1現象。②トムソン・ロイター（米調査会社）、2012.１～９世界のプロジェクトファイナンス（イン
フラ整備開発融資）ランキング。１位（前年２位）三菱ＵＦＪＦＧ（85億ドル）、２位（同１位）ステ
ート・バンク・オブ・インディア（インド。約70億ドル）、３位（同３位）三井住友ＦＧ（49億ド
ル）、４位（同13位）みずほＦＧ（約48億ドル）、５位（同６位）ソシエテ・ジェネラル（仏。約30
億ドル）、６位（同20位）ＨＳＢＣ（英）、7位（同４位）クレディ・アグリコル（仏）、８位（同22位）
ＩＤＦＣ（インド）、９位（同９位）ＢＮＰパリバ（仏）、10位（同８位）ＢＢＶＡ（スペイン）など。
③スペイン労働省、10月の失業者483万3521人、前月比12万8242人増、３か月連続増、前年同月比47
万2595人（10.84％）増、過去最多。
11.６（火） ①内閣府、９月の景気動向指数（05年＝100）。一致指数91.2、前月比2.3低下、６か月
連続悪化。基調判断を下方修正「足踏み」→「下方への局面変化」。「景気の山は９月の数か月前
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（民間エコノミストの間では３月という見方が多い）にあり、それ以降、後退局面に」。
11.７（水） ①オバマ大統領、再選。②ＮＹ株ダウ終値12932.73ドル、前日比312.95ドル安、「財政
の崖」懸念で今年最大の下げ。③財務省、11年度末外国為替資金特別会計（外為特会）の外貨建て
資産91兆8688億400万円、前年度末比７兆1916億1200万円増。運用収入２兆1503億1200万円、同3485
億3500万円減。運用利回り2.66％、同0.47低下。④財務省、10月末の外貨準備高１兆2741億6000万
ドル、前月比28億4000万ドル減、４か月ぶり減。外債評価減、金価格下落など。
11.８（木） ①財務省、12年度上半期国際収支速報。経常収支黒字２兆7214億円、前年同期比41.3％
減、85年度以降最少。貿易赤字２兆6191億円が響く。サービス収支赤字１兆6791億円。所得収支黒
字7兆5024億円、2.1％増。②内閣府、10月の景気ウオッチャ （ー街角景況）調査。現状判断指数39.0、
前月比2.2低下、３か月連続悪化。先行き判断指数41.7、同1.8低下、６か月連続低下。③東京商工
リサーチ、10月の全国企業倒産（負債額1000万円以上）1035件、前年同月比6.0％増、５か月ぶり前
年を上回る。負債総額2393億円、同53.5％増。④エクアドル、銀行課税強化（海外資産課税、免税
措置廃止など）法案審議開始。コレア大統領によると、99金融危機時、銀行に約80億ドル注入（「損
失の社会化」）、今回は「利益の社会化」（利益の社会還元）。今月中にも成立見通し。
11.９（金） ①財務省、「国」（政府）の借金983兆2950億円（９月末）、６月末比７兆1098億円増、国
民１人当たり771万円。内訳：国債803兆7428億円（うち復興債14兆989億円、原子力損害賠償支援機
構国債３兆6734億円）、借入金54兆1853億円、政府短期証券125兆3669億円。12年度末見通し1085兆
円。②内閣府、10月の消費動向調査。一般世帯の消費者態度指数（半年後の暮らしの明るさを示す）
39.7、前月比0.4低下、２か月連続悪化。４指標全部低下（「雇用環境」0.5、「収入の増え方」0.2、
「暮らし向き」0.5、「耐久消費財の買い時判断」0.4ポイントそれぞれ悪化）。③鉄鋼大手2012.９中間
連結決算。固定資本や株式の減損処理（05.４上場企業に強制適用）が響く。＜新日鉄住金（10.１発
足）＞新日鉄売上１兆9182億円（前年同期比5.4％減）、経常損益黒字195億円（同79.3％減）、純損
益赤字1766億円。住金6936（0.2％増）、108（73.9％減）、赤字1338。＜神戸製鋼＞8585（10.6％減）、
赤字110、赤字381。＜ＪＦＥＨＤ＞１兆4546（7.3％減）、40（92.0％減）、14、前年に海外株の評価損
計上。④中国国家統計局、10月の消費者物価指数前年同月比1.7％上昇、２年９か月ぶり低水準。１
～10月平均2.7％上昇（政府目標４％）。農業生産安定による食品価格抑制効果など。⑤米金融規制
当局（ＦＲＢなど）、新自己資本比率規制「バーゼル３」の来2013年１月導入を先送り。
11.12（月） ①内閣府、2012.７～９実質ＧＤＰ（速報値）514兆2706億円。成長率前期比0.9％減（年
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率換算3.5％減）、３四半期（2011.10～12年率換算1.2％減）ぶりのマイナス成長。輸出減（「財貨・
サービスの輸出」81兆2516億円、前期比5.0％減）、個人消費減（「家計最終消費支出」299兆4515億
円、同0.5％減）、設備投資減（「民間企業設備」65兆922億円、同3.2％減）、公共投資増（「公的固定
資本形成」23兆3526億円、同4.0％増）など。②日銀、10月の企業物価指数（2010年＝100、速報値）
100.1、前年同月比1.0下落、７か月連続下落（前月比0.3％下落、３か月ぶり下落）。
11.13（火） ①財務省・独立行政法人造幣局、バングラディシュの中央銀行から貨幣製造を受注。海
外の一般流通貨幣の受注は戦後初。２タカ（ＴＡＫＡ）貨幣（約２円。直径2.4ｃｍ、ステンレス）
５億枚、受注金額約５億2000万円。来年４月下旬から引渡し。②道内２行、2012.９中間決算。北洋：
預金６兆9553億円（前期比2.4％増）、貸出金５兆5614億円（6.2％増）、コア業務純益155億円（4.6％
増）、経常利益97億円（57.1％減）、純利益81億円（57.1％減）、自己資本比率11.18％（0.03低下）。
北海道：４兆2464億円（3.1％増）、３兆683億円（1.3％増）、85億円（0.6％増）、71億円（30.1％
増）、50億円（74.9％増）、11.05％（0.48上昇）。北洋減益は株式評価損120億5000万円（北電株約
1000万株の価格下落が主因）。北海道増益は株式評価損34億500万円（北電株400万株）、国債など有
価証券売却益35億1400万円（23％増）、与信費用８億7600万円（５分の１に縮小）。＜ほくほくＦＧ＞
経常利益89億7500万円（52.7％減）、純益61億700万円（31.9％減）、北陸電力株価下落、大口取引先
倒産の影響。③国連総会、米国による対キューバ経済封鎖解除請求決議採択。賛成188（約97％）、
反対３（米、イスラエル、パラオ）、棄権２（マーシャル諸島、ミクロネシア連邦）。92年以来、21
回目の採択。封鎖はキューバ政権（59年）転覆目的で62年から続いている。キューバ政府によると、
封鎖による累積損害額１兆ドル超（2011年末）
11.14（水） ①大手銀行５グループ、2012.９中間連結決算。合計純益１兆419億円、前年同期比約3
割減。保有株減損処理約7000億円（電力、電機株価下落）、債券運用益6000億円超（ほぼ国債売買益）。
三菱ＵＦＪ：実質業務純益6495億円（3.4％増）、純益2904億円（58.3％減。前年同期モルガン・スタ
ンレー株評価益2900億円計上の反動）。みずほ：4634（28.9％増）、1842（27.6％減）。三井住友：
4286（7.8％減）、3310（5.5％増）。りそな：1237（11.2％減）、1756（37.0％増）。三井住友トラス
ト：1138（12.1％減）、607（52.6％減）。②地方銀行84行、2012.9中間決算（福岡中央銀以外は連結
決算。野村証券集計）。純損益合計約3800億円黒字、前年同期比約５％減。50行が減（佐賀銀96.6％
減、十八銀（長崎）74.0％減、南日本銀（鹿児島）66.2％減、富山銀63.7％減など。保有株減損処
理など）、福井銀は赤字転落（取引先企業の不正経理問題）、増益32行（国債売買益増、不良債権処
理費用減）、名古屋銀黒字転換。
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11.15（木） ①欧州連合（ＥＵ）統計局、ユーロ圏17か国2012.７～９期実質ＧＤＰ速報値、前期比0.1％
減（前期0.2％減）、２四半期連続減。ＥＵ27か国は0.1％増（同0.2％減）。独0.2％増（0.3％増）、
仏0.2％増（0.1％減）、英1.0％増（0.4％減）、スペイン0.3％減（0.4％減）、イタリア0.2％減（0.7％
減）、ポルトガル0.8％減（1.1％減）など。
11.16（金） ①前原誠司経済財政担当相、11月の月例経済報告。景気の基調判断を下方修正「弱め
の動きとなっている」→「このところ弱い動きとなっている」、４か月連続下方修正。５個別項目
（「個人消費」「設備投資」「企業収益」いずれも２か月ぶり、「倒産件数」８か月ぶり、「雇用情勢」
１年５か月ぶり）が下方修正。「海外経済」は上方修正（米：住宅価格持ち直しで10か月ぶり、中：
輸出持ち直しで１年９か月ぶり）。「生産」「輸出」は横ばい。②国税庁、平成23年民間給与実態統計
調査。全企業平均給与409万円、前年比３万円減（平成13年454万円）。男女別：男504万円、女268万
円（男の53.2％）。
11.19（月） ①損保大手３グループ、2012.9中間連結決算。株安（有価証券評価損合計2619億円）
や自然災害(４月｢爆弾低気圧」､９月「台風17号」）響く。正味収入保険料（売上高に相当）増は自
動車保険増による。ＭＳ＆ＡＤインシュランスＨＤ：正味収入保険料１兆3404億円（2.7％増）、純損
益赤字94億円、有価証券評価損1244億円（三井住友海上：6674（3.7％増）、102（91.9％増）、627。
あいおいニッセイ同和：5560（2.4％増）、赤字157、386）。東京海上ＨＤ：１兆2511（4.6％増）、
625（20.9％減）、316。ＮＫＳＪＨＤ（14年度合併予定）：１兆386（3.0％増）、赤字373、1059（損保
ジャパン：6694（3.3％増）、赤字235、549。日本興亜：3225（0.9％増）、180（2.5倍）、580）。ハリ
ケーン「サンディ」（10月。米東海岸）支払予想額：東京海上300億円、ＭＳ＆ＡＤ８０億円、ＮＫＳＪ
数10億円。②ムーディーズ、フランス国債を1段階格下げ。Ａａａ（最上位。米、英、独、オランダ）
からＡａ1（香港）へ。Ｓ＆Ｐはすでに1月に最上位から格下げ。以下、主な国債格付け：Ａａ２（ク
エート）、Ａａ３（ベルギー、日、中、韓）、Ａ１（チェコ）、Ａ２（スロバキア）、Ａ３（―）、Ｂａａ
１（ロシア）、Ｂａａ２（ブラジル、イタリア）、Ｂａａ３（スペイン、アイスランド）、Ｂａ１（以下投
機的水準。アイルランド、ハンガリー）、Ｂａ２（―）、Ｂａ３（ポルトガル）、Ｃ（デフォルト。ギリ
シャ）。
11.20（火） ①日銀、金融政策決定会合。現行の政策維持を全員一致で決定。前原経済財政担当相
も出席。②東証・大証、臨時株主総会。2013.１.１合併、持ち株会社「日本取引所グループ」設立を
承認。現物株は13.７を目途に東証へ、デリバティブ（先物取引など）は14.３までに大証へ集約予定。
ただしマザーズ、ジャスダックは並存。
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11.21（水） ①厚生労働省、８月の生活保護受給者213万1011人、４か月連続過去最多更新。受給世
帯155万5003世帯、過去最多更新。世帯別：65歳以上67万3680世帯、傷病者29万8643世帯、その他28
万5003世帯など。②米連邦地裁、アルゼンチン政府に対し約13億ドル（約1100億円）のヘッジファ
ンドなど債権者への債務返済を命じる。アルゼンチン政府は「司法の植民地主義」として控訴。2001
年の債務不履行については、債権者の93％が７割削減（新国債と交換）で合意している。
11.25（日） ①2011年度大企業利益剰余金（内部留保主要部分）上位20社合計62兆8395億円、前年
度比1.4兆円増（10年度61兆3892億円、９年度59兆977億円）。うち16社が前年度比増。最多はトヨタ
11兆9171億円、同814億円増。２位ホンダ５兆8162億円、同1033億円増。３位三菱ＵＦＪＦＧ（8026億
円増、20社中最多）以下はＮＴＴ（減）、ＮＴＴドコモ、三菱商事、キャノン、日産（2758億円増、
製造業中最多）、三井物産、武田薬品（減）、三井住友ＦＧ、富士フィルム、ＫＤＤＩ、デンソー、東
日本旅客鉄道、新日鉄、パナソニック（約１兆円減）、信越化学、任天堂（減）、みずほＦＧ。（赤旗
調）
11.26（月） ①英オズボーン財務相、イングランド銀行次期総裁（現マービン・キングの任期は来
年６月末）にカナダ中央銀行総裁マーク・カーニー氏（47）を指名へ。史上初の公募形式。外国人
選任も初。②ウオーレン・バフェット、年収100万～1000万ドルに30％、1000万ドル以上に35％の所
得税課税をとニューヨーク・タイムズに寄稿。2012年の高額所得者上位400人の合計所得１兆7000億
ドル（約140兆円。１人当たり約3500億円）。このグループへの平均課税率92年26.4％から09年
19.9％に。③米ホワイトハウス、「財政の崖」をめぐって。年収25万ドル以下の中間所得層に対する
減税措置が年末に打ち切られれば2013年の個人消費1.7ポイント押し下げ、実質ＧＤＰ成長率マイナ
ス1.4％に。④日立製作所、HorizonNuclearPowerホライズン・ニュークリア・パワー（英原発事
業会社）の買収完了。Ｅ.ＯＮ（エーオン）、ＲＷＥ（いずれも独電力エネルギー大手）から全株買収、
総額６億7000万ポンド（約854億円）。英国内２か所で原発数基建設予定。
11.27（火） ①ＥＵ財務相会合（ブリュッセル）、ギリシャ政府債務削減計画（2020年までに累積債
務を400億ユーロ削減し、ＧＤＰ比現在170％を124％まで圧縮し、22年までに110％とする。）につい
てＩＭＦと合意。3回目のギリシャ支援融資437億ユーロ（４兆7000億円）実施へ。②ＥＵ司法裁判所
（ルクセンブルク。最高裁に相当）、ＥＳＭ（欧州安定機構）は合法（ＥＵ条約に違反しない）。アイ
ルランド国会議員の訴えを避ける。③経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）、経済（実質ＧＤＰ成長率）見通
し。前回（５月）から下方修正。日：2012年1.6％（前回2.0％）、13年0.7％（1.5％）、14年0.8％。
米：2.2（2.4）、2.0（2.6）、2.8。ユーロ圏：マイナス0.4（マイナス0.1）、マイナス0.1（0.9）、
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1.3。ＯＥＣＤ34か国全体：1.4（1.6）、1.4（2.2）、2.3。中：7.5（8.2）、8.5（9.3）、8.9。④文科
省・厚労省、大学生の就職内定率63.1％（10.１現在）、前年同期比3.2改善。過去最低の2010年57.6％
から２年連続改善。厚労省、高校生は41％（９月末現在）、0.5低下、３年ぶり悪化。⑤大分県日田
市、鯛生金山の純金製の鯛（雌。約20ｋｇ）を9045万円で売却へ。92年、雌雄7354万円で製作された
が、06年雄（約30ｋｇ）が盗まれたため、金庫で保管していた。
11.28（水） ①国内生保主要９グループ、2012.４～９実績。保険料等収入（売上高に相当）６グル
ープ減、基礎利益（本業の儲け）５グループ改善。銀行窓口販売好不調、低金利、株式評価損（日
本生命3479億円、明治安田1159億円、第一生命642億円等）など。日本：保険料等収入２兆5596億円
（7.0％減）、基礎利益2737億円（8.8％減）。明治安田：１兆8271（26.2％減）、1739（7.1％減）。第
一：１兆7077（5.5％減）、1404（20.5％増）。以下、住友、Ｔ＆Ｄ、富国、ソニー、三井、朝日。外
資系４グループは増収増益1社（プルデンシャル１兆3006、46.4％増。655、32.3％増）、増収減益３
社（アメリカンファミリー、メットライフアリコ、アクサ）。②日銀、９月中間決算。当期剰余金
（純損益に相当）赤字2329億円（前年同期赤字1362億円）、４年連続中間赤字、半期ベースで過去最
大（従来は2010.９の赤字1604億円）。為替差損、保有株式減損処理。自己資本比率7.12％、79年度末
以来の低水準。
11.29（木） ①国連総会（加盟193か国）、パレスチナ自治政府のオブザーバー資格を「組織」から
「国家」に格上げ決議。賛成138（日、仏、伊、スペイン、オーストリア、中、印など）、反対９（米、
イスラエル、カナダ、チェコ、パナマなど）、棄権41（独、英など）。②インドネシア、ユドヨノ大
統領「低賃金と不正義の時代は終わった」「住民に経済発展を享受できる収入を保証すること、こ
れはわれわれの道徳的義務」。来年から最低賃金を全国平均50％引き上げて月額200万ルピア（約１
万7000円）へ。ジャカルタは153万ルピアから220万ルピア（約1万9000円）へ44％引き上げ。
11.30（金） ①大手銀行、12月適用住宅ローン金利。固定10年型、いずれも0.05下げ過去最低。三
菱東京ＵＦＪ、三井住友、みずほ、りそなは1.30％、三井住友信託は1.15％に。保険料や金利上乗せ
などの負担で「７大疾病で１年間働けない場合、住宅ローン残高ゼロに」「癌と診断されると住宅
ローン残高ゼロに」などの付帯サービス強化も。②ジーンテクノサイエンス（札幌。北大発バイオ
医療品開発）、東証マザーズ上場。初値1550円（公募価格1200円）。③総務省、10月の全国消費者物
価指数（ＣＰＩ、10年＝100。生鮮食品を除く総合指数）99.8、前年同月比横ばい、６か月ぶりマイナ
スを脱する。食品を含む総合指数0.4％下落、コアコア指数0.5％下落。11月の東京都区部消費者物
価指数：生鮮食品を除く総合指数99.1、0.5％下落。④10月の雇用情勢。厚生労働省：有効求人倍率
2
現代日本貨幣金融事情年表（2012.１～12）
―241―
0.80倍、前月比0.01低下、２か月連続悪化。正社員有効求人倍率0.51倍、前年同月比0.08上昇。総
務省：完全失業率4.2％、前月比横ばい、３か月連続横ばい。15～24歳7.5％、0.6上昇。完全失業者
273万人、横ばい。就業者6300万人、31万人増。⑤欧州連合（ＥＵ）統計局、ユーロ圏17か国10月の
失業率11.7％、前月比0.1悪化。失業者1870万3000人、同17万3000人増。
12.３（月） ①財務省、2012.７～９法人企業統計。全産業（除金融・保険業）：設備投資額8兆8062億
円、前年同期比2.2％増、４期連続増（前期比2.5％減）、ただし伸び率は鈍化（前期7.7％増）。うち
製造業0.5％増（同14.7％増）、非製造業3.3％増。売上高316兆2444億円、前年同期比4.4％減、２期
連続減。経常利益10兆4536億円、同6.3％増（同11.5％増）、３期連続増。金融機関を含む全産業：
設備投資額９兆2573億円、同2.2％増。経常利益12兆5906億円、同5.9％増。②スペイン政府、欧州
安定機構（ＥＳＭ）に395億ユーロ（約４兆2000億円）支援要請。同日、ユーロ圏財務相会合が承認
し12日頃に払い込み。銀行への資本注入が目的。③道内23信金・７信組、2012.９中間決算。純損
益で日高信金、函館商工信組が黒字転換し、すべてが黒字となったが、10信金・５信組が減益。預
金増は20信金・４信組、貸出増は12信金・４信組、業務純益増は11信金・２信組、純益増は13信金・
２信組。自己資本比率：信金（伊達8.41％～稚内65.99％）、信組（函館商工5.40％～ウリ10.06％）。
＜上位３信金＞旭川：預金7524億8200万円（前年同期比2.5％増）、貸出3055億8000万円（2.4％減）、
業務純益21億2000万円（19.4％減）、純益12億7300万円（14.8％減）、自己資本比率20.24％。帯広：
6317.15億円（2.2％増）、2706.28億円（0.1％減）、13.82億円（35.7％減）、4.06億円（61.8％減）、
19.59％。札幌：4801.06億円（3.5％増）、2929.13億円（2.3％増）、12.74億円（39.1％減）、5.79億
円（0.3％減）、16.77％。＜最上位最下位の信組＞北央：1827.80億円（0.4％増）、1027.28億円（0.0％
減）、3.20億円（2.9％増）、2.08億円（1.9％減）、8.69％。函館商工：290.44億円（2.8％減）、169.91
億円（1.8％増）、0.2億円（13.8％減）、0.04億円（1.54億円赤字）、5.40％。
12.４（火） ①日銀、営業毎旬報告。総資産残高156兆3579億円（11月末）、前年比約13兆円増、７年
ぶり過去最高更新。金融緩和でさらに26兆円増見込み。うち最多（約７割）が国債111兆6047億円
（うち長期国債88兆9288億円、銀行券を約７兆円上回る）。②シャープへの出資。クアルコム（米通
信技術大手）が最大100億円出資で合意。年内に約50億円の第３者割当増資、残りはパネル開発進展
具合を見ながら。100億円出資で出資比率は約５％（筆頭株主は日本生命5.01％）。インテル（米半
導体大手）は転換社債100数十億円引き受けで調整中。鴻海（ホンハイ）精密工業（台湾）との出資
交渉は難航。③オーストラリア準備銀行、利下げ0.25％。５日から政策金利3.00％に。２か月ぶり
利下げ。
2
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12.５（水） ①東京地裁、ＡＩＪ投資顧問年金資産消失事件初公判。社長浅川和彦被告（60）ら３人、
起訴内容（金融商品取引法違反（契約の偽計）と詐欺）を認める。2009.２～2012.１、３人は17の年
金基金に虚偽の運用実績を示して投資信託などのファンドを販売、約248億円を詐取した。ＡＩＪは
各基金から1458億円を委託され、運用損1092億円を出した。
12.７（金） ①内閣府、10月の景気動向指数（05年＝100）。一致指数90.6、前月比0.9低下、７か月
連続悪化。08.６～09.３まで10か月連続低下以来。基調判断を下方修正「下方への局面変化」→「悪
化を示している」。２か月連続下方修正。「悪化」表現は09.4以来３年６か月ぶり。先行指数92.5、
同0.9上昇、遅行指数87.2、同0.5上昇、ともに２か月ぶり改善。②財務省、11月末の外貨準備高１
兆2708億4800万ドル。前月比33億1200万ドル減。③アジア開発銀行（ＡＤＢ、マニラ）、経済見通し
（実質ＧＤＰ成長率）。日本：2012年1.7％（10月時点2.3％）、13年1.6％（据え置き）。中国：7.7％、
8.1％、いずれも据え置き。インド：5.4％（同5.6％）、6.5％（同6.7％）。アジア太平洋45カ国・地
域（域内先進国を除く）：6.0％（同6.1％）、6.6％（同6.7％）など。④国際労働機関（ＩＬＯ）、11
年の世界の実質賃金（月給）伸び1.2％（10年2.1％、07年3％）。生産性上昇に比して抑制されてい
る。10年の製造業（時給）：１位デンマーク34.78ドル（約2900円）、２位スイス34.29ドル。16位日
本18.32ドル。
12.10（月） ①内閣府、実質ＧＤＰ改定値。＜４～６期＞前期比0.1％増から0.0％減（年率換算0.1％
減）に下方修正。＜７～９期＞速報値と同じ前期比0.9％減（年率換算3.5％減）。２四半期連続マイ
ナス成長。世界経済減速による輸出や設備投資の落ち込み。復興需要効果薄れる。＜2011年度＞前
年度比0.0％減から0.3％増に改定、２年連続プラス成長。②内閣府、11月の景気ウオッチャー（街
角景況）調査。現状判断指数40.0、前月比1.0上昇、４か月ぶり上昇。冬物衣料好調と為替安。先行
き判断指数41.9、同0.2上昇、７か月ぶり上昇。③ルネサスエレクトロニクス（半導体大手。自動車
用マイコン世界シェア約４割。2010年４月、旧ルネサステクノロジ（三菱電機と日立製作所の半導
体部門が統合）とＮＥＣ子会社の旧ＮＥＣエレキトロニクスが合併）、産業革新機構（官民ファンド。
09年、15年間の期限付きで設立。国が1420億円、銀行など民間が140億円出資。政府保証枠を含め最
大２兆円投資可能）と製造業８社（トヨタ、日産、ケーヒン、キャノン、ニコン、パナソニック、
安川電機）から最大2000億円出資（第３者割当増資）を受けることを柱とした経営再建策を発表。
革新機構が約1383億円で株式の３分の２強を保有する筆頭株主となる。
12.11（火） ①日銀、11月のマネーストック（速報）。Ｍ１の月中平均残高535兆5000億円、前年同
月比3.2％増、伸び率は２か月連続低下（3.6→3.3→3.2）。伸び率：預金457.8兆円、3.2％増（前月
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3.4％増）、現金77.7兆円、2.8％増（同2.7％増）。②東証・大証、日本取引所グループは13.１.４、東
証一部に新規上場と発表。③ＨＳＢＣ（英大手銀）、米当局（司法省など）に罰金約19億ドル（約1600
億円）支払で合意。銀行の米当局への罰金支払として過去最大。マネーロンダリング（資金洗浄）
対策不備など（メキシコで資金洗浄に利用されたり、経済制裁に反してイラン関連取引をした疑
い）。12.10、英スタンダード・チャータード銀も３億2700万ドル支払いで合意。④ブルームバーグ、
2011年英グーグルがタックスヘブンの英バミューダ諸島に98億ドル移転し、20億ドルの課税逃れ
（12日、グーグル会長エリック・シュミット「それが資本主義」。13日、英インディペンデント紙、
グーグルの11年の英国での売り上げ25億ポンド（約3400億円）に対し法人税600万ポンド（約８億
円、2.4％））。
12.12（水） ①日本漢字能力検定協会、今年の漢字は「金」。清水寺森清範貫主揮毫で発表。95年以
来18回目、「金」が選ばれるのは2000年に次いで２回目で複数回は初。金環日食、ロンドンオリンピ
ック金メダル（史上最多38個）などと年金詐欺、生活保護費不正受給など金（かね）をめぐる問題
などで。②日銀、11月の企業物価指数（2010年＝100、速報値）100.1、前年同月比0.9％下落、８か
月連続マイナス（前月比横ばい）。鉄鋼9.8％下落、情報通信機器7.9％下落、農林水産物6.1％上昇
など。③ＦＲＢ、金融緩和拡充策など決定。現在の事実上のゼロ金利政策は失業率が安定的に6.5％
を下回るまで続行（失業率基準導入は初めて）。長期国債を月額450億ドル買い増す。住宅ローン担
保証券（ＭＢＳ）と合わせ、合計月額850億ドル購入政策は雇用情勢が著しく改善するまで続ける、
など。
12.13（木） ①ＥＵ財務相理事会、ユーロ圏銀行監督一元化制度を2014.３発足で合意。対象は総資産
300億ユーロ以上の約200行。②ＥＵ財務相会合、ギリシャ政府への融資再開決定。６月以降凍結さ
れていたが、ギリシャ政府の国債買戻しが目標達成したため。491億ユーロのうち343億ユーロを来
週、残りを来年第1四半期に融資実施。
12.14（金） ①日銀、12月の企業短期経済観測調査（短観）。業況判断指数（ＤＩ）：大企業製造業マ
イナス12、前回９月比９低下、２期連続悪化（自動車マイナス９、同28低下、非鉄金属マイナス13、
同13低下、業務用機械マイナス11、同17低下、鉄鋼マイナス28、横ばいなど）。大企業非製造業プラ
ス４、４低下、６期ぶり悪化。中小企業製造業マイナス18、同４低下。中小企業非製造業マイナス
11、同２低下。
12.16（日） ①第46回衆議院総選挙（480議席、うち小選挙区300、比例代表区180）。＜結果＞元与党：
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自民294（改選前119。絶対安定多数269超）、公明31（同21）。改選前与党：民主57（同230）、国民新
１（同２）。いわゆる「第3極」：日本維新の会54（同11）、みんな18（８）、日本未来の党9（61）。野
党：共産８（９）、社民２（５）、新党大地１（３）、新党日本０（１）。＜自民＞小選挙区では得票
率43％で議席占有率79％（237議席）、比例代表区では27.6％で31.7％（57議席）。
12.17（月） ①経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）、世界の男女格差調査報告。給与格差（男性給与中央
値からの開き）：日本29％（ＯＥＣＤ平均16％）、韓国に次いで２位。40歳以上は40％。25～44歳のフ
ルタイム（主に08年）61％（ＯＥＣＤ平均22％）、世界最大。
12.18（火） ①サーベラス・キャピタル・マネジメント（米投資会社）、フリーダム・グループ
（銃・弾薬メーカー大手。06年、サーベラスがライフルメーカーのブッシュマスター買収に際して設
立）売却方針を発表。コネティカット州の小学校での銃乱射事件（児童ら26人が殺害された）を受
け。②ピュー・リサーチ・センター（米調査機関）、世界人口（232か国・地域。2010年69億人）の
16％（11億人）は「無宗教」。宗教別人口割合（％）：キリスト教32、イスラム教23、「無宗教」16、
ヒンズー教15、仏教７、土着宗教６など。無宗教が過半は日本、中国、北朝鮮、チェコ、エストニ
ア、香港の６か国・地域。ほかキリスト教過半は157か国・地域、イスラム教過半は49か国・地域。
12.19（水） ①韓国大統領選挙。朴槿恵（パククンヘ60）氏当選。初の女性大統領。②ＵＢＳ（スイ
ス銀行大手）、ＬＩＢＯＲ（ロンドン銀行間取引金利）不正操作問題で英米スイス当局に総額約14億ス
イスフラン（約1300億円）の罰金支払で合意。６月のバークレイズ（罰金約360億円）に続く。子会
社ＵＢＳ証券（東京）の行為も含む。
12.20（木） ①日銀、追加金融緩和決定。資産買入基金を10兆円増額し、残高を101兆円とする。貸
出支援基金（10.30金融政策決定会合で創設決定）と合計すると緩和総額は120兆円超。日銀当座預
金金利を現行0.1％からゼロにする案（石田浩二審議委員・三井住友ＦＧ専務提案）は否決。②日銀
当座預金残高48兆1700億円、前日比５兆円増、過去最高更新（従来は10.17の46兆900億円）。③経済
産業省、2012.７～９海外現地法人四半期調査。＜設備投資額＞98.4億ドル（約8300億円）、前年同期
比34.2％増、10期連続増。業種別：電気機械41.8％増、3期連続増。輸送機械42.0％増、9期連続増。
汎用等機械36.0％増、9期連続増。化学14.1％増、６期連続増など。地域別：北米85.4％増。アジア
23.3％増。欧州12.0％増など。＜従業員＞377万人、1.1％増、11期連続増。うち北米8.5％増、欧州
2.0％増、アジア0.7％減など。＜売上高＞2594億ドル（約22兆円）、4.3％増、12期連続増。うち北
米13.0％増、アジア3.7％増、欧州8.7％減など。④米インターコンチネンタル取引所（ＩＣＥ）、ＮＹ
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ＳＥユーロネクストを約82億ドル（約7000億円）で買収へ。2013年後半までに。ＩＣＥ：本店アトラ
ンタ。2000年設立。デリバティブを幅広く扱い収益力に勝る。
12.21（金） ①日銀、2012.７～９資金循環統計。国債保有残高（９月末）105兆円、前年同期比22.0％
増、調査開始（79年）以来初の100兆円超。家計の金融資産1509兆6129億円、1.4％増。うち現預金
840兆円（55.6％）、1.9％増。②前原誠司経済財政担当相、12月の月例経済報告。基調判断据え置き
「このところ弱い動きとなっている」。４か月連続下方修正後、５か月ぶりの据え置き。上方修正：
個人消費（「弱い動き」→「おおむね横ばい」）、生産（「減少」→「減少のテンポが緩やか」）。下方
修正：設備投資、公共投資、輸出。③三菱電機、水増し請求（過大請求）問題で返納額773億円見込
み。過去最高（従来は98年ＮＥＣ318億円）。対防衛省248億円（2001年度以降分。水増しは1970年こ
ろから）、内閣衛星情報センター・宇宙航空研究開発機構・情報通信研究機構合計71億円などと違約
金。④ＥＵ新財政協定の2013.１.１発効決定。発効後１年以内に各国は均衡財政原則（財政赤字のＧ
ＤＰ比0.5％以下への抑制）を基本法に組み入れねばならない。制裁金はＧＤＰ比0.1％。未批准国は
欧州安定機構（ＥＳＭ）の融資を受けられない。
12.25（火） ①内閣府、国民経済計算確報。2011年の１人当たり名目国内総生産（ＧＤＰ）46192ド
ル、２年連続過去最高更新（ただし円換算368万1000円、前年比2.3％減。円高（10年平均87円78銭、
11年平均79円81銭）の影響）。経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）34か国中14位（前年と同じ）。順位（単
位1000ドル）：１位ルクセンブルク114.0、２位ノルウエー99.0、３位スイス83.9、４位オーストラ
リア67.5、５位デンマーク59.9。12位米48.0、15位ドイツ44.0など。
12.26（水） ①第２次安倍晋三内閣発足。副総理・財務・金融（麻生太郎72）、経済産業（茂木敏充
57）、厚生労働（田村憲久）、経済再生（甘利明63）、法務（谷垣禎一67）、国土交通（太田昭宏67）、
経済財政担当（甘利明63）など。選挙期間中に「アベノミクス」（大胆な金融緩和、機動的な財政出
動、民間投資を喚起する成長戦略の「３本の矢」）流布。②北洋銀行、青森銀行と業務提携。
12.28（金） ①東証、大納会。日経平均終値10395円18銭、前日比72円20銭高、２日連続今年最高値
更新。99年以来13年ぶりの高値引け。②札証、大納会。年間売買代金204億3198万円、前年比約８
倍、６年ぶり200億円超。出来高3978万3000株、同２倍超。本則市場40銘柄平均株価終値572円70銭、
同78円70銭高。③東京外国為替市場、一時１ドル86円台半ば、2年5か月ぶりの円安水準。17時時点
１ドル86円31～33銭、同68銭円安ドル高。１ユーロ114円36～40銭、同89銭円安ユーロ高。④東京工
業品取引所、金先物（2013.12決済物）終値１グラム4633円、前日比53円高、年初比16.9％高、４年
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連続前年を上回る。⑤11月の雇用情勢。総務省：完全失業率4.1％、前月比0.1低下、３か月ぶり改
善（男4.3％横ばい、女3.8％0.1改善）。完全失業者260万人、前年同月比21万人減。厚生労働省：有
効求人倍率0.80倍、前月比横ばい。⑥総務省、11月の消費者物価指数（ＣＰＩ、2010年＝100、除・生
鮮食品）99.5、前年同月比0.1％下落、２か月ぶり下落。
12.29（土） ①時事通信、中小企業金融円滑化法（13.３まで）アンケート（対象は全国の117行、う
ち回答109行）。円滑化法後の対策（複数回答）：地元の中小企業再生支援協議会斡旋94行（86.2％）、
相談・支援体制の拡充87行（79.8％）、外部コンサルタント導入56行（51.4％）、再生支援ファンド
（貸出債権買取など）設立45行（41.3％）など。②北京市、来年1月から最低賃金引き上げ。月額1260
元（約17200円）から1400元（約19100円）へ（11.1％）。時給14元（約191円）から15.2元（約207
円）へ（8.6％増）。③労働運動総合研究所（労働総研）、2013年春闘提言「賃上げと雇用の改善で
『デフレ』不況の打開を―外需依存型から内需充実型に転換し経済基盤を再構築」。「働くルールの確
立」（不払い労働根絶、年休完全取得、週休２日制完全実施）、「賃金水準を97年ピーク時まで回復」
「非正規雇用の正規化」で現金給与総額増55.94兆円、国内需要増34.6兆円、ＧＤＰ誘発額30.4兆円、
税収増（国・地方）4.8兆円、新規雇用420.6万人、雇用誘発316万人など。うち不払い労働根絶で新
規雇用281.3万人、年休完全取得で新規雇用130.8万人、賃金水準97年時まで回復で雇用誘発174.7万
人など。また最低賃金時給1000円への引き上げで雇用誘発66.5万人など。
12.30（日） ①中国信託商業銀行（台湾大手。本社台北）、東京スター銀行買収へ。買収額500億円
程度。海外銀行による邦銀買収は初。東京スター銀：東京相和銀（第２地銀。99年破綻）が前身。
01年、ローンスター（米投資ファンド）傘下に入り、個人営業（住宅ローン、カードローンなど）
に特化。08年、アドバンテッジパートナーズ（国内投資ファンド）が融資団から融資を受けて買収。
その後、融資団が経営権取得。貸出金残高１兆5200億円（９月末）。中国信託商業銀：1966年設立。
預金４兆円超。
12.31（月） ①デンマーク、脂肪税（2011.10導入）廃止。
（以上）
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